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平成２２年１０月 

 

発注者支援業務等に関する民間事業者へのアンケート結果 

 国土交通省では、発注者支援業務等（発注者支援業務、公物管理補助業務及び用地補償総合技術

業務）について、民間企業の積極的な参入を目的として、平成２０年度から競争性のある入札契約方

式への移行を行い、平成２２年度には全件で一般競争入札（総合評価落札方式）を実施した。 

また、競争参加資格要件についても、業務実績の対象とする発注機関を国から市町村等に拡大す

るとともに、実績の対象とする業務分野も一般的な土木設計業務まで拡大してきたところである。 

これらの発注者支援業務等において、さらに民間参入のための環境整備を進めるため、建設コン

サルタント等の民間事業者を対象に、競争参加資格要件や契約条件に関する改善点及び要望等に

ついてのアンケート調査を実施したところ、その結果は以下の通りであった。 

 

 なお、平成２０年度において、同様の主旨から建設コンサルタント等へのアンケート調査を実施して

おり、今回の調査での同じアンケート項目については比較して取りまとめた。平成２０年度でのアン

ケートの実施概要は、参考として付記している。 

 

１． アンケート実施方法 

（１）  アンケートの対象業務 

① 発注者支援業務 

積算技術業務、工事監督支援業務、技術審査業務 

② 公物管理補助業務 

河川巡視支援業務、河川許認可審査支援業務、ダム・排水機場管理支援業務、道路巡回業

務、道路許認可審査・適正化指導業務 

③ 用地補償総合技術業務 

 

（２）  アンケート対象者の選定方法 

以下の企業･全６８４社にアンケート調査を依頼。 

  ① 平成２２年度の発注者支援業務等の入札説明書（以下「説明書」という。）を取得した企 

業  ：５２８社 

    ⅰ）説明書を取得したが参加表明書を提出しなかった企業 ： ２６１社 

    ⅱ）参加表明書を提出したが受注しなかった企業       ： ３９３社 

    ⅲ）受注した企業                           ： ２０２社 

      ※ⅰ）～ⅲ）は個別の発注者支援業務毎に集計しているため、重複計上がある。 

  ② 上記以外のアンケート対象業務への競争参加資格該当企業    ：１５６社 

 

（３）  アンケート票 

具体的な応募要件等は説明書に記載されているため、説明書を取得した企業（(2)①）には、競

争参加資格要件に関する具体的な改善要望など、より詳細なアンケートを実施することが可能で

ある。 

このため、説明書を取得した企業と説明書を取得していない企業とで異なるアンケート票で調

査を実施した。 



2 

（４） アンケート実施方法 

平成22 年6 月に各地方整備局、北海道開発局及び沖縄総合事務局が、（２）の対象企業に調 

査票を送付して実施した。 

（５） アンケートの回収状況 

回収企業数 ： 全体６０６社（回収率：８９％） 

① 平成22 年度の発注者支援業務等の説明書を取得した企業    ：４６５社（回収率：８８％） 

② 上記以外のアンケート対象業務への競争参加資格該当企業    ：１４１社（回収率：９０％） 

 

２． アンケート結果 

２－１ 説明書を取得した企業へのアンケート結果 

（１） 入札手続への参加状況 

説明書を取得した延べ１，４３５社（業務別に集計しているため、同一企業が重複している場合

がある。以下同様。）のうち、実際に参加表明書を提出した企業は３９％の延べ５６０社であり、平

成２０年の調査（１７％）と比較し、約２０％増加している。 

問．説明書を取得した企業の参加表明書の提出状況 

回答 

Ｈ22 年 H20 年 

延べ 

企業数 

率 延べ 

企業数 

率 

参加表明書を提出した 560 39% 30 17% 

参加表明書を提出していない 875 61% 144 83% 

 

問．説明書を取得した企業数、参加表明書を提出した企業数及び受注した企業数 

業務類型 

説明書を取得し

たが参加表明書

を提出しなかっ

た企業数  ① 

参加表明書を

提出したが受注

しなかった企業

数      ②

平成22 年度に

受注した企業数 

 

③ 

総計 

 

 

(①+②+③) 

積算技術業務 145 【61%】 44 【18%】 49 【21%】 238

工事監督支援業務 95 【29%】 117 【35%】 119 【36%】 331

技術審査業務 129 【77%】 33 【20%】 5 【 3%】 167

河川巡視支援業務 96 【65%】 30 【20%】 22 【15%】 148

河川許認可審査支援業務 62 【94%】 2 【 3%】 2 【 3%】 66

ダム・排水機場管理支援業務 103 【75%】 18 【13%】 16 【12%】 137

道路巡回業務 81 【78%】 13 【13%】 10 【10%】 104

道路許認可審査・適正化指導業務 73 【69%】 13 【12%】 20 【19%】 106

用地補償総合技術業務 91 【66%】 35 【25%】 12 【 9%】 138

合計 875 【61%】 305 【21%】 255 【18%】 1,435

         ※【％】は個々の業務の総計に対する比率 
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（２） 参加表明を提出しなかった理由（複数選択可） 

説明書を取得したが参加表明書を提出しなかった理由について３１９社から回答が得られた。 

 

（経営的判断による理由） 

   ○理由として最も多いのは「受注の見込みがないと判断した」ものが４３％（Ｈ２０：３２％）であっ 

た。（平成２０年度より増加した。） 

   ○自社の経験が少ない分野であることを理由とする回答が多い。 

・「会社の専門分野・得意分野と異なる内容の業務であった。」が３１％（Ｈ２０：２２％） 

・「不慣れな業務であり、業務を確実に履行できるかリスクがあると判断した。」が３０％ 

（Ｈ２０：３３％） 

○技術者の確保を理由とする回答が多い。（平成２０年度より増加した。） 

・「適当な技術者を保有していない。」が３３％（Ｈ２０：１６％） 

・「必要な技術者を集めるには時間が足りないと判断した。」が３４％（Ｈ２０：２３％） 

・「発注ロット（一業務当たりの規模）が大きすぎ、必要な人員体制を確保するのは困難と思っ 

た。」が２９％（Ｈ２０：２２％） 

  ○「仮に受注できたとしても、次年度に受注できないリスクがあり、人材の計画的な育成・確保 

が困難」との回答が３３％（Ｈ２０：３２％）と多い。（平成２０年度とほぼ同じ率である。） 

  ○「従前は公益法人が実施していた業務のマーケット環境の変化を見極めるための時間が必 

要であると判断した。」との回答が２９％（Ｈ２０：２３％）と多い。（平成２０年度より増加した。） 

 

（競争参加資格要件による理由） 

○競争参加資格要件に関わる理由は以下のとおり。（いずれも平成２０年度より減少してい 

る。） 

・「企業の業務実績の要件が厳しい」が３２％（Ｈ２０：６３％） 

・「管理技術者の業務実績の要件が厳しい」が３３％（Ｈ２０：６１％） 

・「管理技術者の資格要件が厳しい」が１５％（Ｈ２０：２７％） 
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問．参加表明書を提出しなかった理由（複数選択可） 

１）経営的判断による理由 

参加表明書を提出しなかった理由（選択肢） 

H22 年 H20 年 

延べ 

企業数 
率 

延べ 

企業数 
率 

① 参加しても受注の見込みがないと判断した。 136 43% 42 32%

② 必要な技術者を集めるには時間が足りないと判断した。 107 34% 30 23%

③ 適当な技術者を保有していない。 105 33% 21 16%

④ 仮に受注できたとしても、次年度に受注できないリスクがあり、人

材の計画的な育成・配置が困難。 
106 33% 42 32%

⑤ 会社の専門分野・得意分野と異なる内容の業務であった。 98 31% 29 22%

⑥ 不慣れな業務であり、業務を確実に履行できるかリスクがあると

判断した。 
96 30% 43 33%

⑦ 従前は公益法人が実施していた業務のマーケット環境の変化を見

極めるための時間が必要であると判断した。 
92 29% 30 23%

⑧ 発注ロット（一業務当たりの規模）が大きすぎ、必要な人員体制を

確保するのは困難と思った。 
93 29% 29 22%

⑨ 説明書をみても業務内容や業務量がわかりにくく、判断ができな

かった。 
55 17% 19 15%

⑩ 他の業務と比べ利益率が低い、または赤字になる恐れがあると

判断した。 
43 13% 9 7%

⑪ 総合評価の評価基準（評価項目や採点の具体的基準等）がわから

ず、受注見通しが立てづらかった。 
35 11% 9 7%

⑫ 関心のある業務内容ではなかった。 31 10% 3 2%

⑬ 建設業者・建設コンサルタント等と資本面・人事面で関係があり本

来の工事・業務の受注ができなくなるおそれがあるため。 
23 7% 14 11%

⑭ 会社の営業拠点の近隣に業務従事場所(整備局の事務所等)が見

あたらなかった。 
18 6% 7 5%

⑮ 元請けで受注するメリットが低いと判断したため。 15 5% 0 0%

⑯ 発注ロット（一業務当たりの規模）が小さすぎ、コストを抑える効率

的な業務執行が困難と思った。 
12 4% 0 0%

  

２）競争参加資格要件による理由 

参加表明書を提出しなかった理由（選択肢） 

H22 年 H20 年 

延べ 

企業数 
率 

延べ 

企業数 
率 

① 企業に求められる業務実績の要件が厳しかった。 102 32% 83 63%

② 管理技術者に求められる業務実績の要件が厳しかった。 106 33% 80 61%

③ 管理技術者に求められる資格要件が厳しかった。 48 15% 36 27%

④ 競争参加資格要件を満たすかどうかはっきりしなかった。 38 12% 17 13%

⑤ 地域要件が厳しかった。（公物管理補助業務） 21 7% - -

   ※「率」は、参加表明書を提出しなかった理由に回答のあった３１９社（Ｈ２２）、１３１社（Ｈ２０）に対する率 
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（３）競争参加資格要件の改善点 

① 改善の必要性 

競争参加資格要件に改善すべき点が「ある」との回答が５０％であり、平成２０年調査（５７％）

に比較すると少なくなった。 

問．応募要件に改善すべき点があるとお考えですか？ 

回答 
Ｈ22 年 H20 年 

企業数 率 企業数 率 

改善すべき点がある 232 50% 99 57% 

特にない 210 45% 59 34% 

   ※「率」は発注者支援業務等の説明書を取得した企業回答者４６５社（Ｈ２２）、１７４社（Ｈ２０）に対する率 

 

② 改善すべき項目 

○「業務実績として認める発注機関を拡大すべき」との回答が２２％（Ｈ２０：３２％）と最も多か 

った。（平成２０年度より減少している。） 

    ○「管理技術者に求める資格要件を変更すべき」との回答が１７％（Ｈ２０：２２％）と多い。 

（平成２０年度より減少している。） 

具体的な変更内容としては資格要件を緩和すべきとの回答が２９件、厳しくすべきとの回答 

が７件あった。 

○公物管理補助業務の地域要件については、地域要件として認める範囲を拡大すべきとの 

意見（１０％）と、縮小すべきとの意見（１１％）が、ほぼ同数であった。 

 

問．どのような改善を行なうべきとお考えですか？ （複数選択可） 

回答（複数選択可） 

H22 年 H20 年 

延べ 

企業数 
率 

延べ 

企業数 
率 

業務実績として認める発注機関を拡大すべき 100 22% 55 32%

業務実績として認める発注機関を縮小すべき 37 8% - -

管理技術者に求める資格要件を変更すべき 81 17% 38 22%

下請けとしての受注実績も認めるべき 64 14% 28 16%

公物管理補助業務の地域要件について、地域要件と

して認める範囲を拡大すべき 
48 10% - ‐

公物管理補助業務の地域要件について、地域要件と

して認める範囲を縮小すべき 
50 11% - ‐

※「率」は発注者支援業務等の説明書を取得した企業回答者４６５社（Ｈ２２）、１７４社（Ｈ２０）に対する率 

 

（４）総合評価の改善点 

 ① 改善の必要性 

    総合評価の方法等について、「改善すべき点がある」との回答は２０９社（４５％）からあり、「特 

にない」との回答とほぼ同程度となっている。 

問．総合評価の方法における評価項目等に改善すべき点があるとお考えですか？ 

回答 企業数 率 

改善すべき点がある 209 45% 

特にない 217 47% 

※「率」は発注者支援業務等の説明書を取得した企業回答者４６５社（Ｈ２２）に対する率 
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② 改善すべき項目（自由記載） 

 

○価格点と技術点の比率について、より技術点の評価を重視すべきとの意見と、価格点の評価 

を重視すべきとの双方の意見がある。（技術点重複：１９件、価格点重視：７件） 

○予定管理技術者の業務実績評価の配点を上げるべきとの意見と、下げるべきとの双方の意 

見がある。（業務実績評価の配点を上げるべき：４件、下げるべき：１６件） 

○評価項目として、担当技術者も評価の対象（１２件）とすべきとの意見があった。 

○地域精通度等の地域要件の評価を重視すべきとの意見と、緩和すべきとの双方の意見があ 

る。（地域要件の評価を重視すべき：１５件、緩和すべき：５件） 

 

２－２ 説明書を取得していない企業へのアンケート結果  

 

（１）業務別の関心の度合い 

    業務別の関心の度合いで、関心があるとの回答は「積算技術業務」、「工事監督支援業務」で 

高く、業務全体では約半数であった。 

 

発注者支援業務等の受注において、業務類型名称別の関心の度合い 

業務類型 関心がある
どちらとも 

いえない 
関心がない 合計 

積算技術業務 68 【68%】 8 【 8%】 24 【24%】 100 

工事監督支援業務 69 【67%】 17 【17%】 17 【17%】 103 

技術審査業務 52 【54%】 18 【19%】 27 【28%】 97 

河川巡視支援業務 46 【50%】 9 【10%】 37 【40%】 92 

河川許認可審査支援業務 36 【40%】 19 【21%】 35 【39%】 90 

ダム・排水機場管理支援業務 48 【28%】 35 【21%】 87 【51%】 170 

道路巡回業務 44 【46%】 11 【12%】 40 【42%】 95 

道路許認可審査・適正化指導業務 28 【32%】 14 【16%】 46 【52%】 88 

用地補償総合技術業務 55 【56%】 10 【10%】 34 【34%】 99 

合計 446 【48%】 141 【15%】 347 【37%】 934 

                                ※【％】は個々の業務の合計に対する比率 

 

（２）見直し措置の周知度 

説明書を取得しなかった企業のうち、６２％の企業は国土交通省が平成２０年度以降、発注者支 

援業務等の入札参加資格要件を緩和したことを知っていた。また個別案件の発注情報について 

も、６４％の企業が内容を把握していた。 

 

問．国土交通省が平成２０年度以降、発注者支援業務等の入札参加資格要件を緩和したことはご存じ

でしたか？ 

回答 企業数 率 

はい 87 62% 

いいえ 30 21% 

※「率」は説明書未取得で回答のあった１４１社に対する率 
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問．平成２２年度に国土交通省各地方整備局等が発注した発注者支援業務等の競争参加資格要件は

ご存知でしたか？ 

回答 企業数 率 

はい 90 64% 

いいえ 47 33% 

※「率」は説明書未取得で回答のあった１４１社に対する率 

 

（３） 競争参加資格要件について 

入札参加資格要件については、現在の入札参加資格が妥当であるとの回答が３６％、より緩和

すべきとの回答が２６％であった。 

 

問．平成２２年度に国土交通省各地方整備局が発注した発注者支援業務等の資格要件について、どの

ようにお考えですか。 

回答 企業数 率 

より緩和すべき 37 26% 

より厳しくすべき 5 4% 

現在の入札参加資格要件が妥当である 51 36% 

※「率」は説明書未取得で回答のあった１４１社に対する率 

 

（４） 説明会の周知度 

   説明会の開催を知っていた率は説明会に参加した企業と参加しなかった企業を合わせて 

７６％、説明会に参加した率は４５％となっている。 

   改善すべき点については、開催場所及び開催回数を増やしてほしいとの回答が多い。 

 

問．各地方整備局等では、発注者支援業務等の内容をご理解いただくため、説明会を開催しています

が、この説明会が開催されていることをご存知でしたか？ 

回答 企業数 率 

説明会に参加した 63 45% 

参加はしていない（開催は承知） 44 31% 

説明会を開催していることは知らなかった 27 19% 

※「率」は説明書未取得で回答のあった１４１社に対する率 

 

問．説明会の開催について、改善すべきことがありますか？ 

回答 延べ 

企業数 
率 

開催回数を増やしてほしい 28 20% 

開催場所を増やしてほしい 34 24% 

説明内容を改善してほしい 10 7% 

説明会はもう必要がない 4 3% 

特にない 65 46% 

※「率」は説明書未取得で回答のあった１４１社に対する率 
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（５） 個々の発注案件の発注情報の周知度 

   個々の発注案件について、６６％（Ｈ２０：６２％）の企業が発注情報（手続き開始の公示など）を

承知していた。 

 

問．発注者支援業務等の個々の発注案件の発注情報（手続開始の公示など）はご存じでしたか？ 

回答 
Ｈ22 年 H20 年 

企業数 率 企業数 率 

はい 93 66% 112 62% 

いいえ 43 30% 24 13% 

※「率」は説明書未取得で回答者のあった１４１社（Ｈ２２）、１８０社（Ｈ２０）に対する率 

 

（６） 説明書を取得しなかった理由 

説明書を取得しなかった企業のうち、５５%の企業は平成２２年度の発注者支援業務の受注に関

心があると回答しているにもかかわらず、実際には説明書を取得していない。競争に参加しなか

った理由は以下のとおり。 

 

  （経営的判断による理由） 

   ○「受注の見込みがないと判断した」ものが２４％（Ｈ２０：３９％）である。（平成２０年度より減少 

した。） 

○自社の経験が少ない分野であることを理由とする回答が多い。（平成２０年度より減少した。） 

 ・「会社の専門分野・得意分野と異なる内容の業務であった。」が１８％（Ｈ２０：４３％） 

・「不慣れな業務であり、業務を確実に履行できるかリスクがあると判断した。」が１８％ 

（Ｈ２０：３６％）） 

○技術者の確保を理由とする回答は、以下のとおりである。（平成２０年度より減少した。） 

・「適当な技術者を保有していない。」が１５％（Ｈ２０：３７％）） 

・「必要な技術者を集めるには時間が足りないと判断した。」が１０％（Ｈ２０：１６％） 

・「発注ロット（一業務当たりの規模）が大きすぎ、必要な人員体制を確保するのは困難と思っ 

た。」が９％（Ｈ２０：２１％） 

○「仮に受注できたとしても、次年度に受注できないリスクがあり、人材の計画的な育成・確保 

が困難」との回答が２０％（Ｈ２０：３７％）である。（平成２０年度より減少した。）。 

   ○「従前は公益法人が実施していた業務のマーケット環境の変化を見極めるための時間が必 

要であると判断した。」との回答が１０％（Ｈ２０：４４％）である。（平成２０年度より減少した。） 

 

  （競争参加資格要件による理由） 

○説明書を取得しなかった企業で競争に参加しなかった理由として最も多いのは「応募要件を 

満たさないだろうと判断した」ものが３０％（Ｈ２０：６４％）であった。（平成２０年度より減少し 

た。） 

 

問．平成２２年度の発注者支援業務等の受注に関心がありましたか？ 

回答 
Ｈ22 年 H20 年 

企業数 率 企業数 率 

はい 78 55% 99 55% 

いいえ 44 31% 32 18% 

※「率」は説明書未取得で回答者のあった１４１社（Ｈ２２）、１８０社（Ｈ２０）に対する率 
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問．競争に参加しなかった理由 

 

１）経営的判断による理由（「説明書取得者」のデータは再掲） 

回答 

H22 年 H20 年 

率 率 

説明書 

未取得企業

説明書取得

企業[再掲] 

説明書 

未取得企業 

説明書取得

企業[再掲] 

① 参加しても受注の見込みがないと判断した。 24% 43% 39% 32%

② 必要な技術者を集めるには時間が足りないと判断

した。 
10% 34% 16% 23%

③ 適当な技術者を保有していない。 15% 33% 37% 16%

④ 仮に受注できたとしても、次年度に受注できないリ

スクがあり、人材の計画的な育成・配置が困難。 
20% 33% 37% 32%

⑤ 会社の専門分野・得意分野と異なる内容の業務で

あった。 
18% 31% 43% 22%

⑥ 不慣れな業務であり、業務を確実に履行できるかリ

スクがあると判断した。 
18% 30% 36% 33%

⑦ 従前は公益法人が実施していた業務のマーケット

環境の変化を見極めるための時間が必要であると

判断した。 

10% 29% 44% 23%

⑧ 発注ロット（一業務当たりの規模）が大きすぎ、必要

な人員体制を確保するのは困難と思った。 
9% 29% 21% 22%

⑨ 説明書をみても業務内容や業務量がわかりにくく、

判断ができなかった。 
- 17% - 15%

⑩ 他の業務と比べ利益率が低い、または赤字になる

恐れがあると判断した。 
5% 13% 7% 7%

⑪ 総合評価の評価基準（評価項目や採点の具体的基

準等）がわからず、受注見通しが立てづらかった。 
- 11% - 7%

⑫ 関心のある業務内容ではなかった。 4% 10% 10% 2%

⑬ 建設業者・建設コンサルタント等と資本面・人事面

で関係があり、本来の工事・業務の受注ができなくな

るおそれがあるため。 

7% 7% 6% 11%

⑭ 会社の営業拠点の近隣に業務従事場所（整備局の

事務所等）が見あたらなかった。 
0% 6% 5% 5%

⑮ 元請けで受注するメリットが低いと判断した。 1% 5% 5% 0%

⑯ 発注ロット（一業務当たりの規模）が小さすぎ、コス

トを抑える効率的な業務執行が困難と思った。 
0% 4% 1% 0%

※説明書未取得企業の「率」は、説明書未取得で回答のあった１４１社（Ｈ２２）、１８０社（Ｈ２０）に対する率 

※説明書取得企業の「率」は、参加表明書を提出しなかった理由に回答のあった３１９社（Ｈ２２）、１３１社 

（Ｈ２０）に対する率 
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２）競争参加資格要件による理由（「説明書取得者」のデータは再掲） 

回答 

H22 年 H20 年 

選択率 選択率 

説明書 

未取得企業

説明書取得

企業[再掲] 

説明書 

未取得企業 

説明書取得

企業[再掲] 

① 企業に求められる業務実績の要件が厳しかった - 32% - 63%

② 管理技術者に求められる業務実績の要件が厳しか

った 

- 33% - 61%

③ 管理技術者に求められる資格要件が厳しかった - 15% - 27%

④ 応募要件を満たすかどうかはっきりしなかった - 12% - 13%

⑤ 応募要件を満たさないだろうと判断した。 30% - 64% -

⑥ 地域要件が厳しかった（公物管理補助業務） - 7% - -

※説明書未取得企業の「率」は、説明書未取得で回答のあった１４１社（Ｈ２２）、１８０社（Ｈ２０）に対する率 

※説明書取得企業の「率」は、参加表明書を提出しなかった理由に回答のあった３１９社（Ｈ２２）、１３１社 

（Ｈ２０）に対する率 

 

２－３ 説明書を取得した企業・説明書を取得しなかった企業共通のアンケート 

（１）現在の発注者支援業務などの発注価格について 

  各業務の発注価格について、「分からない」、「どちらともいえない」との回答を除けば、発注者支

援業務及び用地補償総合技術業務については、適正であるとの回答が、説明書を取得した企業、

説明書を取得しなかった企業の双方とも最も多い。一方で、公物管理補助業務では安いとの回答

が最も多くなっている。 

【発注者支援業務】 

アンケート対象者 回答 企業数 率 

説明書を取得した企業 

適正である 178 41% 

高い 8 2% 

安い 99 23% 

どちらとも言えない 88 20% 

分らない 59 14% 

説明書を取得しなかった企業 

適正である 29 22% 

高い 2 2% 

安い 13 10% 

どちらとも言えない 35 27% 

分らない 50 39% 

 ※「率」は説明書を取得した企業のうち回答のあった企業数４３２社、説明書を取得しなかった企業のうち 

回答のあった企業数１２９社に対する率 

【公物管理補助業務】 

アンケート対象者 回答 選択数 率 

説明書を取得した企業 

適正である 62 17% 

高い 3 1% 

安い 79 22% 

どちらとも言えない 61 17% 

分らない 156 43% 
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説明書を取得しなかった企業 

適正である 11 9% 

高い 1 1% 

安い 13 11% 

どちらとも言えない 30 25% 

分らない 67 55% 

※「率」は説明書を取得した企業のうち回答のあった企業数３６１社、説明書を取得しなかった企業のうち 

回答のあった企業数１２２社に対する率 

【用地補償総合技術業務】 

アンケート対象者 回答 選択数 率 

説明書を取得した企業 

適正である 70 19% 

高い 6 2% 

安い 33 9% 

どちらとも言えない 72 20% 

分らない 181 50% 

説明書を取得しなかった企業 

適正である 13 11% 

高い 1 1% 

安い 11 9% 

どちらとも言えない 36 29% 

分らない 62 50% 

※「率」は説明書を取得した企業のうち回答のあった企業数３６２社、説明書を取得しなかった企業のうち 

回答のあった１２３社に対する率 

 

（２）平成２３年度以降の発注への関心の有無 

平成２３年度以降の発注者支援業務等の発注に関心があるとの回答は、説明書を取得した企業

で９６％（Ｈ２０：３８％）、説明書を取得しなかった企業で７２％（Ｈ２０：２７％）と、高い率となってい

る。（平成２０年度より増加している。） 

 

問．平成23 年度の発注者支援業務等への関心の有無 

アンケート対象者 回答 
H22 年 H20 年 

企業数 率 企業数 率 

説明書を取得した企業 
関心は無い 19 4% 9 5%

関心がある 446 96% 66 38%

説明書を取得しなかった企業 

関心は無い 18 13% 14 8%

関心がある 102 72% 49 27%

分からない 18 13% 23 13%

※説明書を取得した企業の「率」は、発注者支援業務等の説明書を取得した企業回答者４６５社（Ｈ２２）、 

１７４社（Ｈ２０）に対する率 

※説明書を取得しなかった企業の「率」は、発注者支援業務等の説明書を取得しなかった企業回答者 

１４１社（Ｈ２２）、１８０社（Ｈ２０）に対する率 
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（３）平成２３年度以降の発注に参加表明する意思 

   平成２３年度以降の発注者支援業務等への参加表明について、説明書を取得した企業では参加

表明する予定である（７０％）、入札説明書の内容を見て判断する（４７％）、複数年度契約であれば

参加表明する（３５％）が高い率となっている。 

   説明書を取得しなかった企業では、入札説明書の内容を見て判断する（３６％）、資格要件が緩

和されれば検討する（２８％）、参加表明する予定である（２１％）が高い比率となっている。 

   なお、複数年度契約について、説明書を取得した企業も取得しなかった企業も、３年の複数年度

契約であれば参加表明を検討するとの回答が最も多かった（説明書を取得した企業：６４％、説明

書を取得しなかった企業：６７％）。 

   一方、設計JVによる発注者支援業務への入札参加について、説明書を取得した企業では４９％、

説明書を取得しなかった企業では２７％が関心があると回答している。ＪＶによる入札参加に関す

る改善点として、同一業務に複数構成員で臨むＪＶ案件を認めてほしい（１８件）、参加申請（表明）

の内部調整のための時間を確保してほしい（８件）との意見があった。 

 

問．平成２３年度の発注者支援業務等に参加表明する意思の有無 

回答 

説明書を 

取得した企業 

説明書を 

取得しなかった企業 

延べ 

企業数 
率 

延べ 

企業数 
率 

① 参加表明する予定である。 326 70% 30 21%

② 競争参加資格要件が緩和されれば参加表明を検討する。 105 23% 40 28%

③ 複数年度契約であれば参加表明を検討する。 162 35% 24 17%

 ２ヶ年 38 23% 5 20%

 ３ヶ年 103 64% 16 67%

 ４ヶ年 9 6% 0 0%

 ５カ年以上 12 7% 3 13%

④ 設計ＪＶでの参加が可能であれば参加表明を検討する。 74 16% 8 6%

⑤ 入札説明書等の内容を見て判断する。 217 47% 51 36%

⑥ 関心はあるが参加表明までする予定はない。 0 0% 10 7%

※説明書を取得した企業の「率」は、発注者支援業務等の説明書を取得した企業回答者４６５社に対する率 

※説明書を取得しなかった企業の「率」は、発注者支援業務等の説明書を取得しなかった企業回答者１４１ 

社に対する率 

   ※ただし、「複数年度契約であれば参加表明をする。」の年数ごとの率は、当該項目に回答のあった説明書 

を取得した企業１６２社、説明書を取得しなかった企業２４社に対する率 
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問．設計ＪＶによる発注者支援業務等への入札参加意思 

アンケート対象者 回答 企業数 率 

説明書を取得した企業 
関心がある 230 49%

特に関心はない 209 45%

説明書を取得しなかった企業 
関心がある 38 27%

特に関心はない 62 44%

※説明書を取得した企業の「率」は、発注者支援業務等の説明書を取得した企業回答者４６５社に対する率 

※説明書を取得しなかった企業の「率」は、発注者支援業務等の説明書を取得しなかった企業回答者１４１ 

社に対する率 

 

問．発注者支援業務等への設計ＪＶによる入札参加に改善点があるとお考えですか？ 

アンケート対象者 回答 企業数 率 

説明書を取得した企業 
改善点がある 66 14%

特にない 190 41%

説明書を取得しなかった企業 
改善点がある 5 4%

特にない 41 29%

※説明書を取得した企業の「率」は、発注者支援業務等の説明書を取得した企業回答者４６５社に対する率 

※説明書を取得しなかった企業の「率」は、発注者支援業務等の説明書を取得しなかった企業回答者１４１ 

社に対する率 


